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地方独立行政法人大牟田市立病院平成２３年度年度計画 

 

第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標

を達成するためにとる措置 

１ 良質で高度な医療の提供 

（１）患者本位の医療の実践（重点） 

① インフォームド・コンセントの充実 

・患者や家族が診療内容を適切に理解し、納得した上で診療方法を選

択できるように、必要に応じ、多職種（複数科の場合も含む。）に

よるインフォームド・コンセントを行う。 

② 相談支援体制の充実 

・他の医療機関の患者やその家族が、病状や治療法について、その主

治医以外の医師の助言等を求められた場合に適切に対応する。 

・がんに関する相談については、専門の相談員が患者やその家族の相

談に適切に対応する。 

 

中期目標で示されている重点項目 

項目 

患者満足度の更なる向上 
 

 

 

関連指標 

項目 平成２１年度実績 平成２３年度計画 

がんに関する相談件数 １４３件 １４５件

新規入院患者数 ７，２２４人 ７，３００人

紹介状持参患者数 ８，９０６人 ９，５００人
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外来初診患者数 １５，１７９人 １５，０００人

※ 関連指標について 

中期目標で示されている各項目に関連する取組みや指標について掲げ

ている。以下同じ。 

 

（２）安心安全な医療の提供 

① 医療安全対策の実施 

・ＭＳＭ（Medi cal  Saf et y Management ）委員会を定期的に開催し、医

療安全に関する情報の収集や分析を行い、医療安全対策を実施する

とともに、医療安全に関する研修会を年２回開催する。 

② 院内感染防止策の実施 

・感染対策委員会を定期的に開催し、院内感染防止を徹底するととも

に、感染対策に関する研修会を年２回開催する。 

・感染に関する専門的な知識及び技能を有する専従又は専任の医療職

の配置について計画的な体制強化を行う。 

 

関連指標 

項目 平成２１年度実績 平成２３年度計画 

院内研修会の開催数 

（医療安全に関するもの）
２回 ２回

院外研修会への参加回数 

（医療安全に関するもの）
８回 ８回

学会への参加回数 

（医療安全に関するもの）
１回 ２回

 

（３）高度で専門的な医療の提供 

① 高度で専門的な医療の充実 

・最新のＭＲＩ装置による高度な検査を充実するとともに、より精細

な画像による診断の質の向上を図る。 

・医療スタッフの専門資格取得を促進する。 

・がん診療については、手術、放射線治療、化学療法を効果的に組み
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合わせた集学的治療を行うほか、脳卒中治療や内視鏡による治療等、

高度で専門的な医療を提供する。 

・電子カルテシステムを更新する。 

② 臨床研究及び治験の推進 

・臨床研究及び治験に積極的に取り組む。 

③ 診療機能の見直し 

・地域の医療環境分析を行い、地域の他の医療機関との診療機能の役

割分担の下、精密な検査や手厚い治療が必要な患者に医療資源を集

中して投下していく。急性期を脱した患者については、積極的に他

の医療機関への逆紹介を行う。 

 

関連指標 

項目 平成２１年度実績 平成２３年度計画 

手術件数（手術室施行分） ２，３８４件 ２，３００件

放射線治療数（延べ回数） ３，３７４件 ３，８００件

化学療法件数 ２，４９４件 ２，４００件

 

（４）法令の遵守 

① 法令・行動規範等の遵守 

・「役員及び職員倫理規程」を遵守するとともに、倫理研修会を開催

し、職員への周知徹底を図る。 

② 診療情報等の適正管理 

・診療録等の個人の診療情報については、適正に管理するとともに、

大牟田市個人情報保護条例（平成１４年大牟田市条例第２２号）及

び診療録管理規程に基づき、患者及びその家族等への情報開示を適

切に行う。 

・その他の個人情報保護及び情報公開については、大牟田市個人情報

保護条例及び大牟田市情報公開条例（平成１５年大牟田市条例第３

７号）に基づき、適切に対応する。 
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関連指標 

項目 平成２１年度実績 平成２３年度計画 

倫理研修会の参加人数 ５２人 ２００人

（※ 平成２２年度実績は１５６人） 

 

２ 診療機能を充実する取組み 

（１）がん診療の取組み（重点） 

・がん診療については、最新のＭＲＩを用いた診断を充実するととも

に、より侵襲性が低い手術（内視鏡手術や腹腔鏡下手術）に積極的

に取り組む。 

・放射線治療や化学療法を効果的に実施する。 

・ＣＰＣ（臨床病理カンファランス）、ＣＣＣ（臨床がんカンファラ

ンス）、緩和ケア研修会の開催により、地域の医療従事者への研修

を継続する。 

・がんに関する市民公開講座を開催し、住民に対する普及啓発活動に

取り組む。 

・筑後地区の４つのがん拠点病院が共同で行うがんサロンの充実を図

る。 

・「地域がん診療連携拠点病院」としての機能向上を図るため、専門

的な知識及び技能を有する専従又は専任の医療職の配置について計

画的な体制強化を行う。 

 

中期目標で示されている重点項目 

項目 目標値 

地域がん診療連携拠点病院の

認定更新 
更新（平成２５年度）

 

 

 

関連指標 
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項目 平成２１年度実績 平成２３年度計画

がん手術件数 

（前掲の手術件数のうち数）
４６０件 ５００件

放射線治療数（再掲） ３，３７４件 ３，８００件

化学療法件数（再掲） ２，４９４件 ２，４００件

 

（２）救急医療の取組み 

・救急受入れ体制の強化について先進病院の調査を行い、救急機能充

実のための整備構想の検討を行う。 

・救急外来、救急病棟の医療機器を充実させる。 

・救急救命士の気管挿管実習や再教育の受入れを行うとともに、救急

隊との症例検討会を行う。 

・ＩＣＬＳ（心停止蘇生トレーニング）研修を開催する。 

・救急ワークステーション事業を試行的に導入する。 

 

関連指標 

項目 平成２１年度実績 平成２３年度計画

救急車搬送患者数 １，９８０人 １，９２０人

 

（３）母子医療の取組み 

・セミオープンシステム等の活用により地域の産婦人科医と連携し安

全な分娩に努める。 

・助産師が妊娠、分娩、産じょくを通した、きめ細やかなケアに取り

組み、助産師外来を充実させる。 

・地域医師会と共同で行う平日夜間小児輪番制事業の継続に貢献する。 

・他の医療機関からの紹介患者や入院治療が必要な小児患者を中心に

受け入れる。 
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３  地域医療連携の取組み 

（１）地域医療の支援（重点） 

① 地域医療の支援 

・他の医療機関からの紹介患者数の比率（紹介率）５０パーセント以

上、他の医療機関への紹介患者数の比率（逆紹介率）６０パーセン

ト以上を達成する。 

・地域医療支援病院の承認要件の一つである「地域医療支援病院委員

会（仮称）」を設置する。 

 

中期目標で示されている重点項目 

項目 目標値 

地域医療支援病院の承認 平成２５年度までの承認 

紹介率 ４０％以上 

逆紹介率 ６０％以上 

 

（２）地域完結型医療の実現 

① 地域医療機関との役割と機能の分担 

・地域連携懇親会を開催し、地域の医療機関と顔の見える連携に取り

組む。 

・脳卒中地域連携パス等を活用し、急性期から回復期へスムーズな連

携を行う。 

・地域医療連携室のスタッフを増員し、体制充実を図る。 

・新しい電子カルテシステムとともに、地域医療連携システムを導入

し、地域の医療機関と診療情報の共有を図ることにより、切れ目の

ない診療連携を行う。 

・地域の医療機関の情報をデータベース化する。 

 

第２ 予算、収支計画及び資金計画 
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民間的経営手法の導入等の地方独立行政法人制度の特長を最大限発揮し、

効率的、効果的な業務運営により、収益の確保と費用の節減に取り組むとと

もに、引き続き月次決算や原価計算等の経営分析を的確かつ迅速に行う病院

経営により、単年度収支の黒字と経常収支比率１０５パーセントを目指す。 

また、経営管理体制の確立のため、理事会及び事務部門等の体制を整備し、

組織内の意思決定過程を明確にするとともに、組織内における権限委譲や役

割分担により効率的、効果的な管理運営体制を構築する。さらにＢＳＣ（バ

ランストスコアカード）手法により、組織全体がビジョンを共有した上で各

部門が行動計画を作成し目標達成に向けて取り組み、定期的な進ちょく管理

を行うことにより、ＰＤＣＡサイクルを確立する。 

 

 

中期目標で示されている重点項目 

項目 

単年度収支の黒字を目指す 
 

 

経常収支比率１００パーセント超の堅持 
 

 

 

関連指標 

項目 平成２１年度実績 平成２３年度計画

経常収支比率 １０４．６％ １０６．６％

病床利用率 ８５．２％ ８４．０％

職員給与費比率 

（対医業収益） 
４６．６％ ５０．９％

材料費比率 

（対医業収益） 
１９．８％ １９．５％

医業収支比率 １０７．１％ １０１．９％
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平均在院日数 １３．４日 １２．６日

入院単価 ４２，１１３円 ４８，０００円

外来単価 ９，８９４円 １０，３００円

 

１ 予算（平成２３年度） 

（単位 百万円） 

区 分 金 額 

収入  

営業収益 ７，６９０ 

医業収益 ７，０９０ 

運営費負担金収益 ５８０ 

その他営業収益 ２０ 

営業外収益 ３０７ 

運営費負担金収益 ２４４ 

その他営業外収益 ６３ 

臨時利益 ０ 

資本収入 ９０６ 

長期借入金 ８８３ 

その他資本収入 ２３ 

その他の収入 ０ 

計 ８，９０３ 

支出  

営業費用 ６，４６８ 

医業費用 ６，２６４ 

給与費 ３，４２２ 

材料費 １，４５４ 

経費 １，３６０ 

研究研修費 ２８ 

一般管理費 ２０４ 
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営業外費用 ３６１ 

臨時損失 １４ 

資本支出 １，７５２ 

建設改良費 １，０６６ 

償還金 ６５３ 

その他の資本支出 ３３ 

その他の支出 １，０００ 

計 ９，５９４ 

（注）計数は、端数をそれぞれ四捨五入している。 

［人件費の見積り］ 

総額３，６０８百万円を支出する。この額は、法人の役職員に係る報

酬、基本給、諸手当、法定福利費及び退職手当の額に相当するものであ

る。 

 

２ 収支計画（平成２３年度） 

（単位 百万円） 

区 分 金 額 

収益の部 ８，０２６ 

営業収益 ７，７２０ 

医業収益 ７，０８３ 

運営費負担金収益 ５８０ 

補助金等収益 １６ 

資産見返補助金戻入 １ 

資産見返物品受贈額戻入 ３７ 

その他営業収益 ４ 

営業外収益 ３０５ 

運営費負担金収益 ２４４ 

その他営業外収益 ６１ 

臨時利益 ０ 

費用の部 ７，８８０ 

営業費用 ７，１６４ 
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医業費用 ６，９５１ 

給与費 ３，４２１ 

材料費 １，３８４ 

経費 １，５００ 

減価償却費 ６１８ 

研究研修費 ２７ 

一般管理費 ２１４ 

営業外費用 ３６１ 

臨時損失 ３５５ 

純利益 １４５ 

目的積立金取崩額 ０ 

総利益 １４５ 

（注）計数は、端数をそれぞれ四捨五入している。 

［退職給付引当金について］ 

地方独立行政法人会計基準及び地方独立行政法人会計基準注解（平成

１６年総務省告示第２２１号）第２章第３節第３６の規定に基づき、引

き当てておくべき退職給付引当金と、既引き当て済み退職給付引当金と

の差額のうち、３４２百万円を臨時損失に計上し、引き当てるものとす

る。 

 

３ 資金計画（平成２３年度） 

（単位 百万円） 

区 分 金 額 

資金収入 １１，７４５ 

業務活動による収入 ７，９９８ 

診療業務による収入 ７，０９０ 

運営費負担金による収入 ８２４ 

その他の業務活動による収入 ８３ 

投資活動による収入 ２３ 

運営費負担金による収入 ０ 

その他の投資活動による収入 ２３ 
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財務活動による収入 ８８３ 

長期借入れによる収入 ８８３ 

その他の財務活動による収入 ０ 

前年度からの繰越金 ２，８４２ 

資金支出 １１，７４５ 

業務活動による支出 ６，８６２ 

給与費支出 ３，６０８ 

材料費支出 １，４５４ 

その他の業務活動による支出 １，８００ 

投資活動による支出 ２，０６６ 

有形固定資産の取得による支出 １，０６６ 

その他の投資活動による支出 １，０００ 

財務活動による支出 ６６７ 

長期借入金の返済による支出 ０ 

移行前地方債償還債務の償還による支出 ６５３ 

その他の財務活動による支出 １４ 

次年度への繰越金 ２，１５１ 

（注）計数は、端数をそれぞれ四捨五入している。 

 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとる措置 

１ 人材の確保と育成 

（１）病院スタッフの確保（重点） 

① 医師の確保 

・久留米大学医学部、同教育関連病院との人事交流や研修を通した連

携の強化に取り組む。 

・専門医や研修指導医等の資格取得を促進する。 

・臨床研修病院として、研修プログラムの充実等により臨床研修医の

確保及び定着化を図る。 

・新医師人事給与制度の課題を整理し、モチベーションの向上につな

がる見直しを行うとともに、就労環境の改善に取り組む。 

・医学生奨学金貸付制度により、将来当院の医師として勤務する医学

生の確保に努める。 
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②  看護師の確保 

・７対１看護体制をさらに充実させることにより、質の高い看護を提

供するとともに、適切な人員配置等の就労環境の改善に努め、看護

師の確保及び定着化を図る。 

・看護学生奨学金貸付制度により、将来当院の看護師として勤務する

看護学生の確保に努める。 

③ 医療技術職等の確保 

・医療技術職の人材確保を図るため、適切な人員配置等の就労環境の

改善に努める。 

④ 事務部門の専門性の向上 

・経営管理機能の強化を図るため、法人固有の職員を段階的に採用す

るとともに、実践的な研修の実施により、専門性の向上に計画的に

取り組む。 

・病院事務に精通し、かつ、専門知識を有する経験者採用に取り組む。 

⑤ 院内託児の検討 

・院内保育所を設置し、運営を開始する。 

 

（２）研修制度の整備 

① 教育研修制度の整備 

・職務、職責に応じた実効性のある教育研修制度を体系化し、高度で

専門的な資格や技能の取得を促進する。 

② 高度で専門的な資格や技能の取得の支援 

・専門医や認定看護師、専門技師を始めとした高度で専門的な資格や

技能の取得への支援制度を検討する。 

・短期、長期の研修体制の確保や院外研修制度の積極的な活用により、

資格取得、技能習得が可能となる環境づくりに努める。 

③ 教育・研修の場の提供 

・医療機関等の実習生等の積極的な受入れに努める。 

 

（３）接遇の向上 

① 接遇研修等の実施 
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・委託業者の職員等も含む市立病院に勤務する全ての者が参加可能と

なる実践的な接遇研修等の実施とその実践に取り組み、接遇の向上

を図る。 

 

関連指標 

項目 平成２１年度実績 平成２３年度計画

接遇に関する研修会の参加人

数 
９２人 ２００人

（※ 平成２２年度実績は２６４人） 

 

２ 効率的、効果的な業務運営の実施 

（１）柔軟で適正な人事給与制度の構築（重点） 

① 職員採用の基準 

・優秀な人材及び必要な人員を確保するため、職種ごとに試験科目及

び試験実施時期の見直しについて検討する。 

② 柔軟な職員配置 

・職員の退職及び新規採用に伴い、適材適所及び人材育成を基本とし

た人事異動を実施する。また、職員の能力開発と組織の連携強化を

図るため、可能な限り職種間、組織間の人事交流を検討・実施する。 

③ 教育研修の支援 

・ＯＪＴ及びＯｆｆＪＴの強化を図るとともに、各部門の要望等を参

考に資格取得費及び研修旅費等の予算化を行い計画的な人材育成を

図る。 

・職員の経験年数及び職務役割（職責）に応じた研修プログラムの検

討を行い、可能なものから実施する。 

④ 新人事給与制度の確立 

・人事評価制度の適正かつ円滑な実施を図るため、適宜、職員研修等

を実施する。また、制度実施に伴う問題・課題が発生した場合は、

適宜、見直しを行う。 

⑤ 就労環境の向上 

・医師の負担軽減を図るため、ドクタークラークの活用を図る。 
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・急性期医療に従事する職員の労働環境の改善、メンタルヘルス対策

及び仕事と生活のバランス（ワーク・ライフ・バランス）を図るた

め、適正人員の配置、多様な勤務形態の検討及び時間外勤務の縮減

に努める。 

⑥ 職員再雇用制度の検討 

・公的年金の支給開始年齢の引き上げに伴う高年齢者の再雇用制度は

使用者の義務であり、制度の趣旨を踏まえ、具体策の検討を行う。 

⑦ 派遣職員の段階的なプロパー化 

・市からの派遣職員については、法人職員採用計画の下、段階的に法

人職員と入れ替える。なお、これについては、ノウハウ等の承継に

十分配慮しつつ計画的に実施する。 

 

中期目標で示されている重点項目 

項目 目標値 

独自の人事給与制度の導入 平成２３年４月導入を目指す

 

（２）院内協働の推進 

① 院内協働の精神に基づいた業務運営 

・委託業者の職員等も含む市立病院に勤務する全ての者が、協働の精

神の下、基本理念等を共有し、相互に補完し合う中で業務運営に取

り組む。 

 

（３）病院機能評価の活用 

① 業務改善の取組み 

・業務改善委員会を定期的に開催し、患者サービスの向上を図るとと

もに、効率的、効果的な業務運営を行う。 

 

関連指標 

項目 平成２０年度実績 
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病院機能評価の認定更新 Ｖｅｒ. ５認定（更新） 

 

第４ 短期借入金の限度額 

１ 限度額 

１，０００百万円とする。 

２ 想定される短期借入金の発生理由 

予定外の退職者の発生に伴う退職手当の支給等、偶発的な出費への

対応や賞与の支給等一時的な資金不足への対応を想定している。 

 

第５ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときの計画 

なし 

 

第６ 剰余金の使途 

計画期間中の毎事業年度の決算において剰余を生じた場合は、病院施設・

設備の整備・改修、医療機器等の購入、長期借入金の償還、人材確保事業及

び人材育成事業の充実に充てる。 

 

第７ その他 

１ 施設及び設備に関する計画（平成２３年度） 

施設及び設備の内容 予定額 

病院施設・設備の整備 総額   ６３百万円 

医療機器等の整備・更新 総額１，００３百万円 

（注）金額については見込みである。 

 

２ その他法人の業務運営に関する特に重要な事項 

（１）災害等への対応（重点） 

・災害拠点病院としての機能充実を図るため、先進病院の取組みを参

考にマニュアルの作成に取り組む。 
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（２）保健医療情報の提供 

・保健医療に関する高度で専門的な知識を公開講座の実施やホームペ

ージ等により情報発信し、普及啓発活動を実施する。 

 

 


